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各事業所の主な業務内容

○運転監視

浄水場と発電所の運転は、２４時間体制で監視を行い、

安全運転に努めています。

業務の効率化も推進しており、７ヶ所の浄水場と全ての

発電所で遠隔操作による集中監視制御を行っています。

平成２１年度より工業用水道事業で技術管理業務の包括

的な民間委託を実施しており、安全運転を前提として、今

後も業務の民間委託を進めていきます。

日 の充実や品 理の より、安全第 で を し

○水質管理

安全で安心な水道水を供給するため、浄水処理工程にお

ける水の色・濁り、消毒の残留効果などの水質検査を毎日

行っています。また、水源から浄水（送水）に至る水の水質

基準5０項目の検査及び農薬類などの水質管理目標設定

項目の検査を毎月行っています。

これらの他、大雨で水源の水が濁ったり、水道水でカビ臭

等が発生した時や、ユーザーから苦情や問い合わせがあっ

た時には、臨時検査を行うことで、水質の確保・苦情等の解

決につなげています。（平成２１年度臨時検査回数１２６回

問い合わせ等対応回数６回）

日常管理

品質管理

○RDF品質管理

県内各地の製造施設から搬入されるRDFは、RDF品質管

理規程に基づき、水分や温度、粉化度などをその都度検査

して受け入れを行っています。

また、ＲＤＦの保管は、開放型ピットを備えたＲＤＦ貯蔵施

設で行い、温度や可燃性ガスなどを連続監視しています。

発電所にはRDF品質管理責任者を配置し、検査員や委

託業者と協力して日々の管理を行っています。

民間業者による運転監視

水質分析による安全確認（毎日検査）

RDF受け入れ検査

○ISO９００１品質マネジメントシステム

企業庁では、水や電気などの供給にあたっては、「安全・

安心・安定」を大切な考え方として、ISO９００１を活用して

います。

施設の整備、運転、保守管理や、水質管理など、品質に

影響する全ての業務を品質マネジメントシステムの対象と

しており、マニュアルや記録の管理を徹底するとともに、故

障時等には適切な対処を行ったうえで、再発防止や予防

処置に取り組んでいます。
薬品注入設備の定期点検

４．事業の内容
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地 や 水 どにも えて を行い、安 した供給を行い

の充実や な 供を して、 心できる を行い す

○施設改良・修繕

浄水場や水管橋、発電所等の施設を適切に維持し、更

新していくことは、「安全・安定」供給を実現するために不

可欠な事項です。

また今後想定される大規模地震に備えるため、施設の耐

震化対策が急務となっています。

企業庁では、施設の改良や更新、修繕工事や耐震化工

事を計画的・重点的に実施していきます。

○漏水復旧

道路等に埋設されている水道管は、土壌特性による腐食

や地中の迷走電流による電食等により漏水することがあり

ます。

漏水は、大切な水を無駄にするばかりでなく、道路陥没

等の二次災害を引き起こす原因にもなりかねません。

企業庁ではユーザー等への影響も考慮しながら、出来る

限り、迅速で的確な復旧作業を行っています。

（平成２１年度 水道用水供給事業の給水支障件数 ０件

工業用水道事業の給水支障件数 ０件）

○施設見学

企業庁の役割や事業内容、水や電気の大切さを知って

もらうために、浄水場や発電所等の施設見学を行っていま

す。

浄水場では、飲料水ができるまでをわかりやすく説明す

るため、水がきれいになる工程の模擬実験や、水質測定の

実演を行っています。

毎年小学生を中心に多くの見学者が来場され、自由研

究等の目的で一般の方々にも多数ご見学頂いています。

～ 三重県企業庁 ホームページ ～

最新情報を常に更新しているほか、水質検査結果などの日常管理情報や財務状況の提供等を行ってい

ます。また、各事業所別の情報提供も行っています。

企業庁ホームページ ： http://www.pref..mie.jp/D1KIGYO/

小学生による浄水場の社会見学

○危機管理訓練

企業庁では「安全・安心・安定」供給を実現するため、防

災危機管理推進計画に基づき、危機管理体制の充実・強

化を行うとともに、自然災害による被害の軽減や漏水等事

故の未然防止に取り組んでいます。

平成２１年度には、震災対応訓練や水質事故対応訓練、

電気工作物事故対応訓練など、全事業所で延べ８３回の

訓練や研修を行いました。

夜間の漏水復旧作業

水道ボランティアによる給水訓練

耐震補強後の員弁川水管橋
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総括原価方式による料金単価設定の考え方

料金単価 ＝ 原価（営業費用＋資本費） ÷ 供給量

（３）料金の決定基準

地方公営企業の料金は、その健全な運営が確保できるものである必要から、能率的な経営の下にお

ける適正な原価に基づくものとされています。

また、料金には地方公営企業が継続してサービスを提供していくために必要な、建設改良費などの

資本費も原価として含まれており、こうした仕組みは総括原価方式と呼ばれています。

一般会計繰入金の推移

（４）長期債務の返済

地方公営企業の建設改良資金は、大部分が

企業債により賄われています。

また、広域的な水源開発に要した費用の一部

を、水資源機構割賦負担金として負担していま

す。

これらの債務の返済は長期にわたるため、企業

庁では計画的な返済を行っており、債務の繰上

償還や高金利企業債の借換えにより、利息低減

による総費用の縮減に努めています。

（５）一般会計繰入金の状況

県は、水道の水源開発に要する経費や広域化

対策に要する経費の一部などについて、国の基準

等に基づき、一般会計から繰入を行っています。

負債・借入資本の内訳（長期債務の状況）

（１）財務の原則

地方公営企業の経営は、その受益者が特定されていることから、経営に伴う経費については

料金などの収入をもって充てなければならないとする「受益者負担の原則」と「独立採算制の

原則」に基づいています。

（２）企業庁の決算規模

決算規模は、事業の管理・運営に伴う支出と施設の建

設、改良等に伴う支出の合計で、 出

に相当するものです。

※決算規模 ＝ 総費用（税込み）－減価償却費＋資本的支出

（「総務省地方公営企業年鑑」より）

（億円）

5．財務の状況

企業庁の財務の特徴

※電気の負債１億円は災害復旧事業の資金に充てるために借り入
れた企業債
※四捨五入のため合計が合わない場合がある

※H21までは実績。H22は当初予算額

企業庁の決算規模の推移
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の
強

化
 

 

④
Ｉ
Ｓ

Ｏ
９

０
０

１
に

よ
る

品
質

向
上

 

⑤
積
極

的
で

分
か

り
や

す
い

情
報

提
供

 

 （
２

）
財
務
運

営
方
針
 

①
財
務

運
営

方
針

に
よ

る
計

画
的

・
効

率
的
な

財
政
運

営

②
適
正

な
資

産
管

理
 

な
ど

 

 （
３

）
環

境
へ

の
配

慮
と

地
域

貢
献

活
動
（
「
企

業
の

社
会
的

責

任
（
Ｃ

Ｓ
Ｒ

）
」
）

の
取

組
 

 
 

①
太
陽
光

発
電
や
小

水
力
発
電

の
導
入

 
 

②
ス

ポ
ー

ツ
・

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

や
震

災
時

の
給

水
・

発
電
拠

点
の

た
め

の
施

設
開

放
 

な
ど
 

 

 
方

・
 
 

 

・
実

施
計

画
と

し
て

４
年

間
の

「
中

期
経

営
計

画
」
（

平
成

１
９

～

２
２

年
度

）
を

推
進

し
て

い
ま

す
。

 

・「
経

営
改

善
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」（

企
業

庁
内

組
織

）
に

よ
り

知
事

部

局
と

連
携

し
て

総
合

的
に

推
進

し
て

い
ま

す
。

 

・
県

民
・

ユ
ー

ザ
ー

・
有

識
者

等
で

構
成

す
る

「
懇

談
会

」
で

事
業

の
実

施
状

況
、

経
営

状
況

等
に

つ
い

て
意

見
を

い
た

だ
き

ま
す

。
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【 料 】


